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○松山市身体障害者用自動車改造費助成事業実施要綱 

平成８年３月２９日 

要綱第２７号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，身体障害者が就労等のため取得した自動車の改造を行う場合に要す

る経費に対し，予算の範囲内で身体障害者用自動車改造費助成金（以下「助成金」とい

う。）を交付するために必要な事項を定めるものとする。 

（助成対象者） 

第２条 助成対象者は，次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 本市に居住する者 

(2) 上肢，下肢又は体幹機能の障害により身体障害者手帳の交付を受けている者 

(3) 前年の所得税課税所得金額（各種所得控除後の額）が，改造助成を行う月の属する

年の特別障害者手当の所得制限限度額を超えない世帯に属する者 

(4) 就労等社会参加のために自らが所有し，運転する自動車の改造を必要とする者 

(5) 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９１条の規定による条件が付された自

動車運転免許を受けている者（自動車運転免許を受けようとする者で受けた場合に当

該条件が付される可能性のあるものを含む。） 

（助成対象経費及び助成金額） 

第３条 助成対象経費は自動車の操向装置，駆動装置等の一部を前条第５号の条件に合致

するよう改造するために要する経費とし，助成金は１００，０００円を限度とする。 

２ 助成金の交付は，１助成対象者につき１回限りとする。ただし，前条第５号の条件が

変更され，改造に係る自動車を更に改造する場合又は改造に係る自動車を買換え等によ

り変更する場合は，この限りでない。 

（助成金の交付申請） 

第４条 助成対象者は，助成金の交付を受けようとするときは，助成金交付申請書（様式

第１号）に次に掲げる書類を添えて，別に定める期日までに市長に提出しなければなら

ない。 

(1) 所要経費の見積書 
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(2) 身体障害者手帳の写し 

（助成金の交付決定） 

第５条 市長は，前条の申請書を受理した場合は，その内容を審査し，適当と認めたとき

は，必要な条件を付して助成金の交付を決定し，速やかに申請者に通知するものとする。 

（助成事業の完了） 

第６条 市長から助成金の交付決定の通知を受けた者（以下「助成事業者」という。）は，

当該年度中に自動車の改造及び登録（自動車運転免許を取得するため自動車の改造及び

登録をする者にあっては，その取得を含む。以下これらを「助成事業」という。）を完

了しなければならない。 

（助成事業の中止及び廃止） 

第７条 助成事業者は，助成事業を中止し，又は廃止しようとするときは，あらかじめ，

助成事業中止（廃止）承認申請書（様式第２号）を市長に提出し，その承認を受けなけ

ればならない。 

（実績報告） 

第８条 助成事業者は，助成事業完了後速やかに，助成事業完了報告書（様式第３号）に

次に掲げる書類を添えて，市長に提出しなければならない。 

(1) 改造部分の写真 

(2) 所要経費の精算書(又は請求書) 

(3) 車検証の写し 

(4) 自動車運転免許証の写し 

（助成金の確定） 

第９条 市長は，前条の完了報告書を受理した場合は，その内容を審査し，必要に応じて

調査を行い，適当と認めたときは，助成金の額を確定し，その旨を助成事業者に通知す

るものとする。 

（助成金の請求） 

第１０条 前条の規定により助成金の額の確定通知を受けた助成事業者は，助成金請求書

（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

（助成金の交付) 

第１１条 市長は，前条の請求書を受理したときは，助成金を交付するものとする。 
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（目的外使用の禁止） 

第１２条 助成事業者は，助成金を他の目的に使用してはならない。 

（指導監督） 

第１３条 市長は，助成事業の実施に関して，必要に応じて検査し，指示を行い，又は報

告を求めることができる。 

（交付決定の取消し等） 

第１４条 市長は，助成事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは，助成金

交付の決定を取り消し，又は変更することができる。この場合において，既に助成金が

交付されているときは，市長は，その全部又は一部の返還を命じることができる。 

(1) この要綱及び助成金交付の条件に違反したとき。 

(2) この要綱により市長に提出した書類に偽りの記載があったとき。 

(3) その他助成事業の施行について不正の行為があったとき。 

（関係書類の保管） 

第１５条 助成事業者は，助成事業に係る証拠書類を整備し，助成事業終了の年度の翌年

度から起算して5年間保管しなければならない。 

付 則 

この要綱は，平成８年４月１日から施行する。 

付 則（平成２３年３月３１日要綱第４８号） 

この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。 

付 則（平成２５年３月２９日要綱第２５号） 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の第２条第５号及び第３条の規定は，この要綱の施行の日以後

に助成金の交付申請を行う者から適用し，同日前に助成金の交付申請を行った者につい

ては，なお従前の例による。 

付 則（平成２８年７月１１日要綱第５９号） 

（施行期日） 

１ この要綱は，公布の日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この要綱の施行の際，第１条の規定による改正前の松山市巡回入浴サービス事業実施

要綱の様式による用紙及び第２条の規定による改正前の松山市身体障害者用自動車改造

費助成事業実施要綱の様式による用紙で，現に残存するものは，所要の修正を加え，な

お使用することができる。 

 


